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各地方運輸局整備部長 殿 

沖縄総合事務局運輸部長 殿 

 

自動車交通局技術安全部技術企画課長 

 

 

「改造自動車等の取扱いについて」に係る細部取扱いについて 

 

「改造自動車等の取扱いについて」（平成７年１１月２１日自技第２３９号。以下「改

造通達」という。）に基づく改造自動車等の審査等の細部取扱いは、道路運送車両の保

安基準、道路運送車両の保安基準の委任に基づく告示、自動車検査業務等実施要領及び

検査関係通達によるほか、本取扱いによるものとする。 

 

１．試作車の範囲 

改造通達の記２.(２)試作車の場合の「年間の生産台数が少量」とは、概ね１００

台以下とする。 
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２．試作車及び組立車の届出者 

改造通達の記３.(２)で規定する届出書等の提出者は、届出の内容に責任を有する

者が行うものとする。 

 

３．書面審査 

試作車・組立車等届出書、概要等説明書及び添付資料の審査は、次により行うもの

とする。なお、改造通達の記２．（２）②及び２．（３）②の場合にあっては、独立

行政法人自動車技術総合機構法（平成１１年法律第２１８号）第１３条に基づく事務

規程を準用するものとする。 

提出書面 審査内容 能力強度等の基準 計算書・検討書等の省略 備考 

  能力強度等の検討は、自動車製作者の

定めるものなど適当と認められるも

の以外については次による。 

次に該当する内容のも

のにあっては、計算書又

は検討書を省略するこ

とができる。 

 

１．届出書

（第１号様

式） 

届出年月日、届出者名、住所

及び届出内容等の記載事項

を審査する。 

  第１号様式 

 

２．概要等説

明書（第２号

様式） 

 

(a)記載事項が正確に記載さ

れ、基準に適合していること

を確認する。 

(b)能力強度等検討欄に記載

漏れがなく、基準に適合して

いることを確認する。 

(c) 能力強度等に記載した

数値と検討書の内容が一致

していることを確認する。 

(d)主要諸元比較表の基準・

限度欄に軸重、総重量、タイ

ヤサイズ並びにリヤ・オーバ

ーハングの許容限度を記載

し、安全側にあることを確認

する。 

また、その他の基準欄につい

ても、安全側にあることを確

認する。 

(e)届出者に交付する試作

車・組立車審査結果通知書は

訂正箇所のないものとする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

許容限度値の設定がな

い車両の場合には、省略

することができる。 

 

第２号様式 
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(f)届出の目的が適切なもの

であり、計算が適正であり、

基準以内であることを確認

する。 

３．添付資料 届出内容に応じた資料（届出

書の裏面を参照）が添付され

ていることを審査する。 

   

①概要等説

明書（主要諸

元比較表欄）

及び主要諸

元要目表 

(a)記載漏れがないことを確

認する。 

(b)主要諸元比較表及び外観

図の寸法との整合性がとれ

ていることを確認する。 

   

②外観図 (a)概要等説明書（主要諸元

比較表欄）及び主要諸元要目

表に記載されている寸法が

正確に記載されていること

を確認する。 

(b)縮尺は任意とする。 

  検査時に

は、試作

車・組立車

審査結果通

知書（写し

で差し支え

ない。）に

添付して提

示する。 

③装置の詳

細図 

 

(a)装置の内容が適切に記載

されていることを確認する。 

(b)基本車があり、それと比

較できる場合は、適切な施工

がされていることを確認す

る。 

(c)車枠及び車体にあって

は、切断、接合及び補強方法

の検討を行う。 

(ｄ)電力により作動する原

動機を有する自動車の電気

装置にあっては、動力系高電

圧回路における感電保護対

策又は衝突時の感電保護対

策がなされていることを確

認する。 

  同上 

 

④車枠（車

体）全体図 

車枠の形状寸法が適切に記

載されていることを確認す
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る。 

⑤最大安定

傾斜角度計

算書 

各構成部材の重量及び重心

の高さを細部にわたり計算

し、これに基づき検討した結

果、基準に適合していること

を確認する。 

前車軸を持ち上げて重心の移動量に

より重心位置を求める場合には、その

揚程は６０㎝以上とする。 

計算により求める場合には、事務規程

に基づく算式で計算するものとする。 

最大安定傾斜角度の実

測証明がされているも

の。 

計算値が保

安基準の規

定値より２

度以上の余

裕がない場

合は実測す

る。 

⑥制動能力

計算書 

(a)ドラムとシュー、タイヤ

と路面の摩擦係数及び踏力

が適切であり、計算が適正に

されていることを確認する。 

(b)制動停止距離又は制動力

は十分な余裕があることを

確認する。 

(c)トレーラにあっては、非

常ブレーキの取付けについ

て確認する。 

(a)制動力の算出は次の計算式による

ものとする。 

Ｆ≧０．５×（Ｗ＋Ｗｆ）×９．８ 

Ｆ ：制動力（N） 

Ｗ ：車両総重量（㎏） 

Ｗｆ：回転部分相当重量（㎏） 

普通トラック：０．０７Ｗ１ 

乗用車等：０．０５Ｗ１（バス、トレ

ーラ、小型トラックを含む。） 

Ｗ１ ：車両重量（㎏） 

ただし、道路運送車両の保安基準の細

目を定める告示（平成１４年７月１５

日国土交通省告示第６１９号。以下

「細目告示」という。）第９３条第３

項又は第１７１条第３項の適用を受

ける自動車（専ら乗用の用に供する自

動車）の制動力は、次によるものとす

る。 

Ｆ≧０．６５×（Ｗ＋Ｗｆ）×９．８ 

Ｆ ：制動力（N） 

Ｗ ：車両総重量（㎏） 

Ｗｆ：回転部分相当重量（㎏）（＝０．

０５Ｗ） 

(b)エアブレーキのエアー補給能力は

次の計算式による。 

Ｐ６＝Ｐ０（Ｖｔ／Ｖ）６＋ＸＶ０＞ 

４４１（絶対圧） 

Ｖ０＝Ｎ／６０×ＴηＶ１ 

Ｐ６ ：６回踏み後のエアータンク圧力

（kPa） 

Ｐ０ ：初期圧力（７８４kPa） 

新型自動車等の審査に

おける制動停止距離の

試験方法と同様の測定

結果であるものと認め

られるもの。 
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Ｖ：Ｖｔ＋Ｖｐ＋Ｖｃ 

Ｖｔ：エアータンク容積（L） 

Ｖｐ：エアー配管容積（L） 

Ｖｃ：エアーチャンバ容積合計（L） 

Ｘ：タンク配管及びチャンバ容積によ

り定まる定数 

単車・・・・・１２ 

連結車・・・  ５ 

Ｖ０ ：空気補給量（L／10sec） 

Ｎ ：原動機最高回転時のコンプレッ

サ回転数（rpm） 

Ｔ ：ブレーキ踏み間隔時間（sec） 

η ：コンプレッサ効率（０．６） 

Ｖ１ ：コンプレッサ総排気量（L） 

⑦走行性能

計算書 

計算が適正であり、基準以内

であることを確認する。 

細目告示別添９５「自動車の走行性能

の技術基準」又は別添９６「連結車両

の走行性能の技術基準」に基づく算式

で計算するものとする。 

  

⑧最小回転

半径計算書 

計算が適正であり、基準以内

であることを確認する。 

計算により求める場合には、事務規程

に基づく算式で計算するものとする。 

基本車があり、それと比

較して、軸距が最小回転

半径に影響を与える変

更でなく、基準値を下回

ることが明らかなもの。

実測証明があるもの。 

計算値が１

１ｍを超え

る場合は実

測する。 

⑨車枠（車

体）強度計算

書 

強度検討が適切であり、十分

な強度が確保されているこ

とを確認する。 

強度計算は、（社）自動車技術会が定

めた自動車負荷計算基準に基づくも

のとする。 

強度検討は、曲げ応力及びせん断力を

検討し、次の安全率以上であるものと

する。 

破壊安全率・・・１．６ 

降伏安全率・・・１．３ 

(a)モノコックボディに

おいて、実車を用いてス

トレン・ゲージ等により

車体の歪みについて測

定したものは、その成績

書をもって強度計算書

に代えることができる。

この場合の強度の安全

率は、次のとおりである

ものとする。 

破壊安全率・・１．６ 

降伏安全率・・１．３ 

 

⑩動力伝達

装置強度検

討書 

(a)強度検討が適切であり、

十分な強度が確保されてい

ることを確認する。 

(a)強度検討は、曲げ応力及びせん断

力を検討し、次の安全率以上であるも

のとする。 
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(b) 基本車があり、それと比

較して伝達トルク又は回転

数が増加するものにあって

は、プロペラシャフト及び駆

動軸の強度又は危険回転数

に対する安全性を確認する。 

(c) 基本車があり、それと比

較してプロペラシャフトを

延長するものにあっては、危

険回転数に対する安全性を

確認する。 

 

(d) 基本車があり、それと比

較して断面形状を変更する

ものにあっては、危険回転数

に対する安全性を確認する。 

破壊安全率・・・１．６ 

降伏安全率・・・１．３ 

(b)曲げとせん断を受ける駆動軸等に

あっては、合成応力について検討す

る。 

 

 

 

(c)プロペラシャフトについては、危

険回転数に対する安全率Nc/Npは、１．

３以上であるものとする。 

Nc：プロペラシャフトの危険回転数 

Np：最高速度時におけるプロペラシャ

フトの回転数 

 

⑪走行装置

強度検討書 

強度検討が適切であり、十分

な強度が確保されているこ

とを確認する。 

⑨に同じ   

⑫操縦装置

強度検討書 

強度検討が適切であり、十分

な強度が確保されているこ

とを確認する。 

(a)キングピン又は前輪操向軸回りに

は、０．１×前輪荷重／２×９.８N･m

のトルクが作用するものとして計算

するものとする。 

(b)かじ取りハンドルには、次のトル

クが作用するものとして計算するも

のとする。 

大型トラック、バス等・・・３５γ×

９.８N･m 

小型車、乗用車・・１５γ×９.８N･m 

γ：ハンドルの半径（ｍ） 

なお、パワーステアリングを装着した

ものにあっては、アシスト力を考慮し

た値としても差し支えないものと 

する。 

(c)ドラッグリング、タイロッド等の

改造にあっては、座屈強度を検討す

る。 
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(d)上記(a)、(b)及び(c)により検討し

た結果、破壊安全率は１．６以上であ

るものとする。 

⑬制動装置

強度検討書 

強度検討が適切であり、十分

な強度が確保されているこ

とを確認する。 

各部の強度の破壊安全率は１．６以上

であるものとする。 

  

⑭緩衝装置

強度検討書 

強度検討が適切であり、十分

な強度が確保されているこ

とを確認する。 

⑨に同じ   

⑮連結装置

強度検討書 

強度検討が適切であり、十分

な強度が確保されているこ

とを確認する。 

トレーラの連結装置に作用する負荷

をトレーラの車両総重量又はトラク

タのけん引力として検討し、その強度

の破壊安全率は１．６以上であるもの

とする。 

  

⑯電気装置

強度検討書 

強度検討が適切であり、十分

な強度が確保されているこ

とを確認する。 

駆動用蓄電池パック取り付け部の強

度は、保安基準第１７条の２に定める

基準を満たしていること。 

  

⑰その他特

に指示され

た資料等 

    

 

 

附 則  

本改正規定は、平成２９年４月１日より施行する。 


